
２０１１年度全建賞（港湾部門）の受賞について 

１．概要 

国土交通省四国地方整備局松山港湾・空港整備事務所及び松山市で実施した「松山

港海岸和気地区整備事業及び和気浜緑地環境整備事業」が、（社）全日本建設技術協会

の２０１１年度全建賞を受賞しました。 

本賞は、社団法人 全日本建設技術協会が設置し、「建設技術の活用」や｢公共事業の

進め方やストックの運用の工夫等｣により、特出した成果が得られた事業や施策に贈られる

もので、１９５３年に創設された伝統ある賞です。 

２０１１年度は２２９事業の応募があり、６０事業が受賞しました。なお、本賞は、東京学芸

大学名誉教授 小澤紀美子氏を委員長とする同賞審査委員会で審査されました。 

 

２．今回受賞した事業の概要 

松山港海岸和気地区の既存堤防は老朽化が進み、砂浜の浸食作用により防護機能も

低下し、人命・財産の保護の観点からも、施設改良の必要性が高くなったことから、海岸の

防護に加え、自然環境や利用に配慮した海岸保全施設と緑地の整備を行うものです。 

松山港海岸は、２０００年度に国土交通省の海岸保全施設整備事業（高潮対策）として

事業着手し、地域住民の意見も取り入れて決定した以下の整備方針に基づき、２００２年度

に現地着工しました。 

○安全で安心感のある海岸整備 

○自然豊かな白砂青松の浜辺づくり 

○地域住民に愛される穏やかで前庭的ななぎさづくり 

○マリンスポーツ等活動の場づくり 

堤防改良においては、従来から行っている嵩上げ方式ではなく、砂浜を広くして波の勢いを

弱め、景観を損なわないよう堤防の高さを低く抑えても防護機能を確保できる面的防護方

式を採用し、２００８年７月に完成。これにより、白砂青松の美しい海岸の復元を図るとともに、

地域住民を含めた海岸利用者に優しく快適な親水空間を創生することができました。更に、

２００９年度からは松山市の環境整備事業（公園）として、市民の生活環境の向上を図るた

め、休憩所、トイレ、駐車場等を完備した和気浜緑地を整備し、２０１１年７月に完成しまし

た。 

また、本海岸及びその背後水路には、希少野生動植物の生息・生育が確認されたことか

ら、砂浜への養浜、緑地水路の施工に先立ち、これら動植物を一時的に移植し、施工後に

再移植するなど、自然環境の復元にも取り組みました。 

 

 

 



３．これまでの同賞の受賞歴 

○四国港湾空港建設技術協会の受賞歴（過去１０年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○松山市が受賞するのは今回が初めてです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問合せ先） 

四国地方整備局松山港湾・空港整備事務所 

企画調整課長 川口 悦史 （電話 089-951-0162） 

松山市都市整備部公園緑地課 

主査 松田 孝弘 （電話 089-948-6854） 

年度 部門 事業の名称 受賞機関

2002 調査研究 自立的な沿岸域の自然再生を促す港湾構造物の開発
高松港湾空港技術調査事務所
小松島港湾・空港整備事務所

2003 港湾 高知空港滑走路延長事業 高知港湾・空港整備事務所

2004 港湾 みなとオアシス制度の創設
中国地方整備局
四国地方整備局

2006 港湾
瀬戸内海の環境に配慮した浚渫及び浚渫土の有効利用
～備讃瀬戸航路（イノサキノツガイ地区）浚渫工事の取り組み～

高松港湾・空港整備事務所

2008 港湾
景観と防災機能を両立させた海岸整備高松港海岸保全施設整備事業
（サンポート工区）

高松港湾・空港整備事務所

2010 調査研究 防災総合数値解析システムの構築 高松港湾空港技術調査事務所



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

完成した松山港海岸、和気浜緑地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生態系を保全するよう配慮した緑地

高さを抑えて防護機能を確保した堤防

整備前

整備後



平成23年度全建賞について 
 

 

１．平成23年度全建賞について 

全建賞は、我が国の建設技術の発展に寄与することを目的として昭和 28 年に全日本建設技術協会が設置し、毎年優

れた建設事業を実施した機関に授与してきたものであり、平成 23年度受賞で 59回目となる歴史と伝統のある賞です。 

今般、平成 23年度受賞事業として 60事業が表彰されることとなりました。 

     

２．応募状況と選考結果 

  平成 23 年度は、国、都道府県、市町村、機構・公社等から 229 事業の推薦があり、全建賞審査委員会(委員長 小澤 紀

美子 東京学芸大学名誉教授)が「建設技術の活用」（評価Ⅰ）や「公共事業の進め方やストックの運用の工夫等」（評価Ⅱ）

の観点から審査し、特出した成果を得た 60事業を平成23年度全建賞に選定し決定しました。 

 

部門別 応募数 受賞事業 

道路 66 16 

河川 44 12 

都市 73 19 

住宅 3 2 

建築 12 4 

港湾 31 7 

調査研究等 - - 

計 229 60 

 

３．受賞事業   別添資料 

 

４．表彰式 

・ 日  時   ： 平成24年6月29日（金） 10:30～12:15 

・ 場  所   ： アルカディア市ヶ谷 ３階「富士の間」 

東京都千代田区九段北4-2-25 

TEL 03-3261-9921 

（参考） 

○「評価Ⅰ」 

建設技術の活用により、例えば、以下の項目に関して特出した成果が得られた、もしくは、得ようとする事業

（施策） 

ⅰ）事業の効果（調査研究部門については、調査の成果の活用） 

ⅱ）環境への配慮 

ⅲ）コストの削減 

ⅳ）ユニバーサルデザイン 

ⅴ）施工の効率化・円滑化 

ⅵ）景観への配慮 

ⅶ）ライフサイクルコストの低減 

ⅷ）既存施設の活用（維持管理を含む）や更新 

○「評価Ⅱ」 

公共事業の進め方やストックの運用の工夫等については、例えば、以下の項目を通じて特出した成果が

得られた、もしくは、得ようとする事業（施策） 
ⅰ）企画、計画、設計、施工、運用、維持管理の段階における住民参画 

ⅱ）ストックの有効活用に関する運用面の工夫 

ⅲ）情報の提供や共有 

ⅳ）事前、事後等における事業評価 

ⅴ）事業手法や入札契約方法 

ⅵ）災害時等における緊急対応 

 

（問合先） 

  （社）全日本建設技術協会 

       会員課 春日 

    TEL 03-3585-4546

参考資料






